
- 3 - 

資料１ 
 

埼玉県議会令和５年２月定例会付議予定議案件名表 

 

【議案】 
 
予算 

案件名 概要 

１ 

令和５年度埼玉県一般会計予算 

 

   

  本年度  ２，２１１，０９５，０００千円 

  前年度  ２，２２８，４５９，０００千円 

  増減額    △１７，３６４，０００千円 

  伸び率              △０．８％ 

 

２ 

令和５年度埼玉県公債費特別会計予算 

 

  本年度    ５２７，０９３，２２１千円 

  前年度    ５１０，４４７，０４５千円 

  増減額     １６，６４６，１７６千円 

  伸び率               ３．３％ 

 

３ 

令和５年度埼玉県証紙特別会計予算 

 

  本年度     １３，７０５，５０２千円 

  前年度     １６，９２４，４７０千円 

  増減額     △３，２１８，９６８千円 

  伸び率             △１９．０％ 

 

４ 

令和５年度埼玉県市町村振興事業特別会計予算 

 

  本年度     １３，５３６，６８６千円 

  前年度     １３，６５５，９２６千円 

  増減額       △１１９，２４０千円 

  伸び率              △０．９％ 
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案件名 概要 

５ 

令和５年度埼玉県災害救助事業特別会計予算 

 

  本年度        ６９６，８１７千円 

  前年度        ６５９，４３６千円 

  増減額         ３７，３８１千円 

  伸び率               ５．７％ 

 

６ 

令和５年度埼玉県母子父子寡婦福祉資金特別会計

予算 

 

  本年度      １，１４８，９４９千円 

  前年度        ９７２，９７４千円 

  増減額        １７５，９７５千円 

  伸び率              １８．１％ 

 

７ 

令和５年度地方独立行政法人埼玉県立病院機構貸

付金事業等特別会計予算 

 

  本年度     １２，１６８，９５８千円 

  前年度     ３０，９９６，０９１千円 

  増減額    △１８，８２７，１３３千円 

  伸び率             △６０．７％ 

 

８ 

令和５年度埼玉県国民健康保険事業特別会計予算 

 

  本年度    ６０３，９４６，３８７千円 

  前年度    ６０１，９３９，２０８千円 

  増減額      ２，００７，１７９千円 

  伸び率               ０．３％ 

 
９ 

令和５年度埼玉県中小企業高度化資金特別会計予

算 

 

  本年度        １２４，４１１千円 

  前年度        １２７，３３９千円 

  増減額         △２，９２８千円 

  伸び率              △２．３％ 

 
１０ 

令和５年度埼玉県就農支援資金貸付事業特別会計

予算 

 

  本年度         ３０，５４５千円 

  前年度         ２５，６５１千円 

  増減額          ４，８９４千円 

  伸び率              １９．１％ 
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案件名 概要 

１１ 

令和５年度埼玉県林業・木材産業改善資金特別会

計予算 

 

  本年度         ２０，６５０千円 

  前年度         ２０，７２５千円 

  増減額            △７５千円 

  伸び率              △０．４％ 

 

１２ 

令和５年度本多静六博士育英事業特別会計予算 

 

  本年度         ３３，３２６千円 

  前年度         ３６，１００千円 

  増減額         △２，７７４千円 

  伸び率              △７．７％ 

 

１３ 

令和５年度埼玉県用地事業特別会計予算 

 

  本年度      １，７７５，５７４千円 

  前年度      １，０４５，９５０千円 

  増減額        ７２９，６２４千円 

  伸び率              ６９．８％ 

 

１４ 

令和５年度埼玉県県営住宅事業特別会計予算 

 

  本年度     １３，２０２，４６５千円 

  前年度     １２，３５１，３２７千円 

  増減額        ８５１，１３８千円 

  伸び率               ６．９％ 

 

１５ 

令和５年度埼玉県高等学校等奨学金事業特別会計

予算 

 

  本年度        ６９５，５４６千円 

  前年度        ７０４，９８０千円 

  増減額         △９，４３４千円 

  伸び率              △１．３％ 

 

１６ 

令和５年度埼玉県公営競技事業特別会計予算 

 

  本年度     ６２，１８０，１１６千円 

  前年度     ４２，６５２，１７９千円 

  増減額     １９，５２７，９３７千円 

  伸び率              ４５．８％ 
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案件名 概要 

１７ 

令和５年度埼玉県総合リハビリテーションセンタ

ー病院事業会計予算 

 

  本年度      ４，６７０，５１１千円 

  前年度      ４，４０２，１７３千円 

  増減額        ２６８，３３８千円 

  伸び率               ６．１％ 

 

１８ 

令和５年度埼玉県工業用水道事業会計予算 

 

  本年度      ２，７９７，５８３千円 

  前年度      ２，９０４，５３７千円 

  増減額       △１０６，９５４千円 

  伸び率              △３．７％ 

 

１９ 

令和５年度埼玉県水道用水供給事業会計予算 

 

  本年度     ９１，２６９，１１３千円 

  前年度     ７５，１５７，９０３千円 

  増減額     １６，１１１，２１０千円 

  伸び率              ２１．４％ 

 

２０ 

令和５年度埼玉県地域整備事業会計予算 

 

  本年度      ８，２８６，９３９千円 

  前年度     １６，６５５，５２７千円 

  増減額     △８，３６８，５８８千円 

  伸び率             △５０．２％ 

 

２１ 

令和５年度埼玉県流域下水道事業会計予算 

 

  本年度     ８９，９９１，５７６千円 

  前年度     ８５，４１４，６６０千円 

  増減額      ４，５７６，９１６千円 

  伸び率               ５．４％ 
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条例 

案件名 概要 

１ 

埼玉県手数料条例の一部を改正する条例 

 

【企画財政部】 

 

１ 趣  旨  

  建築基準法等の一部改正等に伴い、高度地区内における建築物の高さの最高限度の特例許可申請手数料等の額を

定めるとともに、介護支援専門員実務研修受講試験問題作成手数料の額の改定等をするための改正 

 

２ 内  容 

（1） 建築基準法等の一部改正に伴う手数料の新設等 

 （例）高度地区内における建築物の高さの最高限度の特例許可申請手数料 １６０，０００円 

 

（2） 手数料の額の改定 

 （例）介護支援専門員実務研修受講試験問題作成手数料の改定 

現 行 改正後 

１，８００円 １，４００円 

  

（3） 規定の整備 

 

３ 施行期日  

  令和５年４月１日等 

 

２ 

埼玉県職員定数条例の一部を改正する条例 

 

【企画財政部】 

 

１ 趣  旨  

  児童虐待防止対策の強化及びポストコロナ社会の構築のため、職員の定数を改定するための改正 
 
２ 内  容 

  職員定数の改定   

 現 行 改正後 

知事部局 ７，０６０人 ７，１３８人 
 
３ 施行期日  

  令和５年４月１日 
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案件名 概要 

３ 

知事の期末手当の特例に関する条例の一部を

改正する条例 

 

【総務部】 

 

１ 趣  旨  

  知事の期末手当を支給しない期間を延長するための改正 

 

２ 内  容 

  知事の期末手当を支給しない期間の延長   

現 行 改正後 

令和５年３月３１日 令和５年８月３０日 

 

３ 施行期日  

  公布の日 

 

４ 

埼玉県自転車競走実施条例の一部を改正する

条例 

 

【総務部】 

 

１ 趣  旨  

  競輪場の活性化を図るため、入場者から徴収する入場料の額の下限を廃止するための改正 

 

２ 内  容 

  入場料の額の下限を廃止 

現 行 改正後 

１００円以上５，１００円以下に

おいて規則で定める額 

５，１００円以内において規則で

定める額 

 

３ 施行期日  

  公布の日 
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案件名 概要 

５ 

特定非営利活動促進法の施行に関する条例の

一部を改正する条例 

 

【県民生活部】 

 

１ 趣  旨  

  電磁的方法による情報処理の促進及び県民の利便性の向上を図るため、特定非営利活動法人に係る申請等の手続

に関し、電子情報処理組織を使用する方法により行うことができるようにするための事項を定める等するための改

正 

 

２ 内  容 

（1） 特定非営利活動法人に係る申請等の手続に関し、電子情報処理組織を使用する方法により申請、通知を行うこ

とができる規定の追加 

 

（2） 特定非営利活動法人に係る設立の認証申請等の手続に関し、住民基本台帳ネットワークシステムを利用して

本人確認ができる場合、住民票の写しの添付を省略することができる規定の追加     

   

３ 施行期日  

  令和５年４月１日等 

 

６ 

児童福祉法施行条例の一部を改正する条例 

 

【福祉部】 

 

１ 趣  旨  

  児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設置及び運営に関する基準等の一部改正に伴い、指定障害児

通所支援事業等に係る運営に関する基準を改定等するための改正 
 
２ 内  容 

（1） 安全計画及び業務継続計画の策定等 

  （例）設備の安全点検等安全に関する事項についての計画の策定等を義務付け 

 

（2） 自動車を運行する場合の所在の確認等 

  （例）児童の乗車及び降車の際に、点呼等の方法により、児童の所在を確認すること等を義務付け 

 

（3） 規定の整備 

  

３ 施行期日  

  令和５年４月１日等 
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案件名 概要 

７ 

埼玉県産業技術総合センター条例の一部を改

正する条例 

 

【産業労働部】 

 

１ 趣  旨  

  新たに埼玉県産業技術総合センターの試験研究機器に係る使用料の額及び依頼試験に係る手数料の額を定め、並

びに老朽化した試験研究機器に係る使用料及び依頼試験に係る手数料の額の定めを廃止するための改正 

 

２ 内  容 

（1） 使用料の額を定める試験研究機器（２機器） 

 （例） 

名称 単位 金額 

高精度万能材料試験機（１００キロニュートン） １時間 １，７１０円 

 

（2） 手数料の額を定める依頼試験（３試験） 

 （例） 

名称 細目 単位 金額 

高精度万能材料試験機 

による強度試験 

１００キロニュートン

の試験機によるもの 

１試料  

１項目 
４，１３０円 

 

（3） 試験研究機器に係る使用料（１３機器）及び依頼試験に係る手数料（２試験）の廃止   
 
３ 施行期日  

  公布の日 

 

８ 

埼玉県新型コロナウイルス感染症対策推進基

金条例の一部を改正する条例 

 

【産業労働部】 

 

１ 趣  旨  

  新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受けた県内中小企業者を支援するため、埼玉県新型コロナウイル

ス感染症対策推進基金の設置期間を延長するための改正 

 

２ 内  容 

  設置期間の延長   

現 行 改正後 

令和９年３月３１日まで 令和１０年３月３１日まで 

 

３ 施行期日  

  公布の日 
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案件名 概要 

９ 

埼玉県農業災害対策特別措置条例の一部を改

正する条例 

 

【農林部】 

 

１ 趣  旨  

  局地的な農業災害に対応するため、特別災害の指定要件を緩和するとともに、助成措置の拡充等をするための改

正 

 

２ 内  容 

（1） 特別災害の指定要件の緩和   

    災害による農作物等の減収量等に関わらず、１市町村における被害金額が規則で定める金額を超えた場合に

特別災害として指定 

 

（2） 支援対象市町村の要件の見直し 

    市町村ごとに隣接する市町村の被害状況等の要件を満たす必要があった規定の削除 

 

（3） 助成措置の拡充  

    特別災害による被害を受けた農業用生産施設の撤去費用等を補助対象経費に追加 

 

３ 施行期日  

  公布の日 

 

１０ 

本多静六博士育英基金条例の一部を改正する

条例 

 
【農林部】 

 

１ 趣旨・内容 

  本多静六博士育英基金の効率的な運用を図るため、同基金に本多静六博士育英事業特別会計歳入歳出予算で定め

る額を積み立てることができるようにするための改正 

    

２ 施行期日  

  公布の日 
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案件名 概要 

１１ 

埼玉県県民の森条例の一部を改正する条例 

 
【農林部】 

 

１ 趣  旨  

  埼玉県県民の森の効率的な運営を図るための業務内容の見直しに伴い、展示室を廃止するための改正 

 

２ 内  容  

  埼玉県県民の森で行う業務 

現 行 改正後 

森林、広場、展示室、学習室その

他の施設の利用に関すること 

森林、広場、学習室その他の施設

の利用に関すること 

 

３ 施行期日  

  令和５年４月１日 

 

１２ 

知事の権限に属する事務処理の特例に関する

条例の一部を改正する条例 

 

【都市整備部】 

 

１ 趣  旨  

  建築基準法の一部改正に伴い、高度地区内における建築物の高さの最高限度の特例許可等に係る書類の受理等の

事務を市町村が処理することとするための改正 

 

２ 内  容  

  建築基準法の一部改正に伴う事務の追加 

 （例）高度地区内における建築物の高さの最高限度の特例許可に関する書類の受理 

  

３ 施行期日  

  令和５年４月１日 
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案件名 概要 

１３ 

埼玉県教育委員会事務局職員の定数条例の一

部を改正する条例 

 
【教育局】 

 

１ 趣  旨  

  県立特別支援学校における医療的ケア児及びその家族に対する支援の推進等に対処するため、教育委員会事務局

職員の定数を改定するための改正 

 

２ 内  容 

  職員定数の改定   

 現 行 改正後 

教育委員会事務局職員 ７２６人 ７２９人 

 

３ 施行期日  

  令和５年４月１日 

 

１４ 

埼玉県学校職員定数条例の一部を改正する条

例 

 
【教育局】 

 

１ 趣  旨  

  高等学校及び義務教育諸学校における教職員の標準定数の変更のため、学校職員の定数を改定するための改正 

 

２ 内  容 

  学校職員定数の改定     

 現 行 改正後 

県立高等学校及び市町村立高等学校

（定時制の課程） 
９，２９５人 ９，２３７人 

県立及び市町村立の特別支援学校 ４，８５１人 ５，０５０人 

県立及び市町村立の中学校 

（義務教育学校の後期課程を含む。） 
１０，３０９人 １０，３６４人 

市町村立小学校 

（義務教育学校の前期課程を含む。） 
１７，７２０人 １８，１１１人 

 

３ 施行期日  

  令和５年４月１日 
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案件名 概要 

１５ 

埼玉県公安委員会等が行う事務に関する手数

料条例の一部を改正する条例 

 

【警察本部】 

 

１ 趣  旨  

  道路交通法等の一部改正に伴い、特定自動運行許可申請手数料等の額を定めるための改正   

 

２ 内  容 

  道路交通法等の改正に伴う手数料の新設 

 （例）特定自動運行許可申請手数料 ７９，２００円 

 

３ 施行期日  

  令和５年４月１日 

 

１６ 

埼玉県高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に係る信号機等に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例 

 

【警察本部】 

 

１ 趣  旨  

  道路交通法等の一部改正を踏まえ、移動等円滑化のために必要な信号機に関する基準を改定するための改正 

 

２ 内  容 

  重点整備地区に設置される歩車分離式信号のある交差点で歩行者用青信号に従って通行する対象の改定   

現 行 改正後 

歩行者用青信号に従って歩行者又は自転車が

道路を横断することができる場合 

歩行者用青信号に従って歩行者及び遠隔操作

型小型車(遠隔操作により道路を通行している

ものに限る。)又は自転車が道路を横断するこ

とができる場合 

 

３ 施行期日  

  令和５年４月１日 
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工事請負契約の締結 

 

 

  

案件名 概要 

１ 

工事請負契約の変更契約の締結について（社会

資本整備総合交付金（河川）工事（庄兵衛堀川・

導排水路工）） 

 

【県土整備部】 

 

 社会資本整備総合交付金（河川）工事（庄兵衛堀川・導排水路工）の請負契約の変更契約を締結することについて、

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定に基づき議決を求めるもの 

 

１ 金     額 ８４０，９８０，８００円 
 
２ 履 行 期 限 令和５年６月３０日 

 

３ 相 手 方 株式会社ユーディケー（埼玉県さいたま市） 

          伊田テクノス株式会社（埼玉県東松山市） 
 
４ 変 更 内 容 金   額 ７５７，１８２，８００円 → ８４０，９８０，８００円 

          履行期限 令和５年３月３１日 → 令和５年６月３０日 
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財産の取得 

 

  

案件名 概要 

１ 

財産の取得について（航空機（ヘリコプター）） 

 

【危機管理防災部】 

 

 消防防災活動等に使用する航空機を取得することについて、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に

関する条例第３条の規定に基づき議決を求めるもの  

  

１ 種  類 航空機（ヘリコプター） 

 

２ 型  式 レオナルド式ＡＷ１３９型 

 

３ 金  額 ２，８３０，３００，０００円 

 

４ 相 手 方 三井物産エアロスペース株式会社 
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財産の処分 

  

案件名 概要 

１ 

財産の処分について（圏央鶴ヶ島インターチェ

ンジ東側地区南側産業用地（Ｂ－１区画）） 

 

【産業労働部】 

 

 圏央鶴ヶ島インターチェンジ東側地区南側産業用地を処分することについて、議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例第３条の規定に基づき議決を求めるもの  

  

１ 種  類 土地 

 

２ 所  在 鶴ヶ島市大字太田ケ谷地内 

 

３ 面  積 ３６，１３７．７８平方メートル 

 

４ 金  額 ２，４９７，１２０，５９８円 

 

５ 相 手 方 鈴茂器工株式会社 

 

２ 

財産の処分について（圏央鶴ヶ島インターチェ

ンジ東側地区南側産業用地（Ｃ区画）） 

 

【産業労働部】 

 

 圏央鶴ヶ島インターチェンジ東側地区南側産業用地を処分することについて、議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例第３条の規定に基づき議決を求めるもの  

  

１ 種  類 土地 

 

２ 所  在 鶴ヶ島市大字太田ケ谷地内 

 

３ 面  積 ３４，４６３．２０平方メートル 

 

４ 金  額 ２，３１９，３７３，３６０円 

 

５ 相 手 方 日本光電工業株式会社 
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訴えの提起 

 

  

案件名 概要 

１ 

訴えの提起について 

 

【都市整備部】 

 

 県営住宅の明渡し及び滞納家賃等請求事件に関して訴えを提起することについて、地方自治法第９６条第１項第 

１２号の規定に基づき議決を求めるもの 

 

１ 事 件 名 県営住宅の明渡し及び滞納家賃等請求事件 

 

２ 取 扱 い 請求が認容されないときは上訴する  

              滞納家賃等の完納する旨の申し入れがあり、かつ、その履行が見込まれるときは和解する 
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事件議決 

案件名 概要 

１ 

包括外部監査契約の締結について 

 

【企画財政部】 

 

 包括外部監査契約の締結について、地方自治法第２５２条の３６第１項の規定に基づき議決を求めるもの 

 

１ 金  額 ２０，０００，０００円を上限とする額 

 

２ 相 手 方 福島 清徳 

  

２ 

衛星系防災行政無線施設再整備事業に要する

経費の市町村の負担額について 

 

【危機管理防災部】 

 

 衛星系防災行政無線施設再整備事業に要する経費について、市町村が負担すべき金額を定めるため、地方財政法第 

２７条第２項の規定に基づき議決を求めるもの 

 

１ 関係市町村 全市町村 

 

２ 負 担 額 当該市町村の庁舎における再整備に係る工事費に２分の１を乗じて得た額以内の額 

３ 

県営土地改良事業に要する経費の関係市町の

負担額について 

 

【農林部】 

 

 土地改良事業に要する経費について関係市町が負担すべき金額を定めるため、土地改良法第９１条第６項において

準用する同法第９０条第１０項の規定に基づき議決を求めるもの 

 

１ 関係市町 さいたま市ほか２６市町 

 

２ 負 担 額 当該市町に係る事業費にそれぞれ負担率を乗じて得た額以内の額 
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案件名 概要 

４ 

農道整備事業等に要する経費の関係市町の負

担額について 

 

【農林部】 

 

 農道整備事業等に要する経費について関係市町が負担すべき金額を定めるため、地方財政法第２７条第２項の規定

に基づき議決を求めるもの 

 

１ 関係市町 川越市ほか１１市町 

 

２ 負 担 額 当該市町に係る事業費にそれぞれ負担率を乗じて得た額以内の額 

      

 

 

５ 

急傾斜地崩壊対策事業に要する経費の関係町

村の負担額について 

 

【県土整備部】 

 

 急傾斜地崩壊対策事業に要する経費について関係町村が負担すべき金額を定めるため、地方財政法第２７条第２項

の規定に基づき議決を求めるもの 

 

１ 関係町村 長瀞町ほか２町村 

 

２ 負 担 額 それぞれの区域に係る事業費に２０分の１を乗じて得た額以内の額 
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基本的な計画の策定等 

 

 

 

 

 

案件名 概要 

１ 

埼玉県青少年健全育成・支援プランの策定に

ついて 

 

【県民生活部】 

 

 埼玉県青少年健全育成・支援プランを策定することについて、埼玉県行政に係る基本的な計画について議会の議決

事件と定める条例第２条第２号の規定に基づき議決を求めるもの 

２ 

埼玉県スポーツ推進計画の策定について 

 

【県民生活部】 

 

 埼玉県スポーツ推進計画を策定することについて、埼玉県行政に係る基本的な計画について議会の議決事件と定め

る条例第２条第２号の規定に基づき議決を求めるもの 
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予算（令和４年度２月補正分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

案件名 概要 

１ 

令和４年度埼玉県一般会計補正予算（第８号） 

 

   

  補正前  ２，４３３，３７０，２６８千円 

  補正額     ２４，９１７，８８３千円 

  補正後  ２，４５８，２８８，１５１千円 

  対当初比            １１０．３％ 
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専決処分の承認 

  

案件名 概要 

１ 

専決処分の承認を求めることについて（令和４ 

年度埼玉県一般会計補正予算（第７号）） 

 

 

 

１ 専決処分年月日 令和４年１２月３０日 

 

２ 専決処分理由 高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜が確認されたことを受け、防疫措置に要する経費に係る

補正予算について、緊急に措置する必要が生じたため 

 

３ 補 正 内 容 補 正 前   ２，４３３，０３８，８３０千円 

           補 正 額         ３３１，４３８千円 

           補 正 後   ２，４３３，３７０，２６８千円 

           対当初比                      １０９．２ ％ 
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事件議決（令和４年度２月補正分） 

 

 

 

案件名 概要 

１ 

急傾斜地崩壊対策事業に要する経費の関係町

の負担額について 

 

【県土整備部】 

 

 急傾斜地崩壊対策事業に要する経費について関係町が負担すべき金額を定めるため、地方財政法第２７条第２項の

規定に基づき議決を求めるもの 

 

１ 関係町 小鹿野町及び神川町 

 

２ 負担額 それぞれの区域に係る事業費に２０分の１を乗じて得た額以内の額 
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【報告】 
 

地方自治法第１８０条第２項の規定による知事専決処分報告 

 

案件名 概要 

１ 

博物館法の一部を改正する法律の施行に伴う関係

条例の整備に関する条例 

【教育局】 

 

 博物館法の一部改正に伴う関係条例の規定の整備を行うため、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決

処分したことについて、同条第２項の規定に基づき議会に報告するもの 

 

１ 専決処分年月日 令和５年１月２７日 

 

２ 専決処分理由 博物館法の一部改正に伴い、規定の整備をするため 

   

３ 改 正 内 容 同法の適用規定 

          「第３条第４号」→「第３条第５号」等 

 

４ 施 行 期 日 令和５年４月１日 

２ 

損害賠償の額を定めることについて 

 

【警察本部】 

 

 警察活動に係る損害賠償の額を定めるため、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分したことにつ

いて、同条第２項の規定に基づき議会に報告するもの 

 

１ 専決処分年月日 令和４年１２月２３日 

 

２ 専決処分理由 警察活動に係る損害賠償額の決定のため 

 

３ 相 手 方 警察官の誤認に基づき信号無視違反・交差点右左折方法違反、進路変更禁止違反を告知さ 

         れ、各種講習の受講により休業損害等が生じた者（１４人） 

 

４ 事 案 の 概 要  

    埼玉県内の道路において、警察官が車両通行帯及び進路変更禁止に係る交通規制が実施されているものと 

 誤認し、普通乗用自動車等を運転中の相手方を信号無視違反・交差点右左折方法違反及び進路変更禁止違反と 

 して告知したことにより、各種講習の受講による休業損害等の損害をそれぞれ与えたもの 

 

５ 損 害 賠 償 額 １０４，３６０円 

 




